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また、国内でフィブリノゲン製剤が製造承認される 1964 (S39)年以前の国内における売血に関する

出来事を以下に示す。1962 (S37)年には、「黄色い血キャンペーン」が行われ、1964 (S39)年のライ

シャワー事件をきっかけとして、保存血について、売血制度から献血制度に切り替えることが閣議決

定されるに至ったことから考えると、昭和 30 年代後半(1960~)には売血の危険性が広く認識されたと

考えられる。 
さらに 1975(S50)年には、WHO が有償血液の肝炎リスクの高さを理由に、自発的で無償の献血に

基づくナショナル献血サービスの発展を推進することの要請を決議しており、国内においても同

1975 (S50)年に血液問題研究会が厚生大臣に対し、「今後のわが国の血液事業は、献血による血液確

保の対象を、保存血液のみならずおよそ医療需要がある以上、いわゆる新鮮血液を含めて、全血製剤、

血液成分製剤、血漿分画製剤の全ての血液製剤に拡大し、その製造に必要な血液は全て献血によって

確保するという原則を確立すべきである」との意見具申が行われていることから考えても、売血の危

険性については重要な問題として認識されていたと考えられる。 

図表 5- 11 1964 (S39)年以前の売血に関する国内での出来事 

年 出来事 内容 
1950 (S25) 輸血問題予備懇談会の方針 厚生省、東京都、日本赤十字社、日本医師会等によって構成される

輸血問題予備懇談会において、「日赤を中心として無償の原則で血

液事業を経営することが望ましい」という方針が出され、1952 
(S27)年からこの方針に基づいて日本赤十字社は供血者の募集を始

めた 
1960 (S35) 第 8 回国際輸血学会 東京において開催された第８回国際輸血学会において、保存血（輸

血）の多量使用は肝炎の多発要因になること、日本における輸血の

大半が売血によって行われていることなどが、スイス・オランダ等

の海外の学者らによって取り上げられ、血液銀行など日本における

血液行政のあり方が批判された 
1961 (S36) 東大輸血梅毒事件に対する判決

 
売血由来の輸血をされた患者が梅毒に感染したという 1948 (S23)
年の事件について、血清反応証明書を持参した売血者から簡単な問

診を行ったうえで血液を採取し、輸血を行った医師の行為につい

て、最高裁は、具体的かつ詳細な問診を為せば結果を回避できた可

能性がないとは言えないとして過失を肯定した 
1962 (S37) 「黄色い血」キャンペーン 日本の輸血の大半が売血に依存し、輸血後肝炎が増えている問題が

マスコミ報道され、いわゆる「黄色い血」問題として国民の間でも

社会問題と認識されるようになった 
1964 (S39) ライシャワー事件 3 月に駐日米国大使であるライシャワー氏が輸血後肝炎になり、そ

れが売血による輸血であったことが大きな社会的反響を呼び起こ

した。 
1964 (S39) 閣議決定 

（献血制度への切り替え） 
同年 3 月のライシャワー事件を受けて、8 月に保存血（全血製剤）

について、売血制度から献血制度に切り替えることが閣議決定され

た。 
 


